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(注)友人､職場の同僚､その他社会団体の人々 (協会､スポー ツクラブ､カルチャー クラブなど)との交流が､｢全くない｣あるいは｢ほとんどない｣との交流が､「全
くない｣あるいは｢ほとんどない｣と回答した人の割合(合計）
（出典)OECD,SocietVatGIance:2005ed耐on,2005,P8
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いるということを改めて確認をするためにお渡し
した資料になります。ですから、単純に車椅子を
貸してくださいという1つのニーズに応えればい
いだけではないということですから、こういった
複合的なニーズ、多問題家族においては10種類以
上のニーズ・相談を持ちかける方に対して、窓口
をどこを選んでいいかわからないというような利
用者の状況があるんだということ、ワンストップ
の必要性というのを改めて考えていただきたいと
いうことで、お渡しした資料になります。という
ことを前提にしながら、あとは数字の確認を皆さ
んとしていきたいと思いますけれども、もう重々
ご承知の数字でございますが、左側が戦後すぐ､の
状況で、右側が現在の状況という、ちょっと古い
数字で恐縮ですが、現在216万人ほどになっている
かと思いますけれども、生活保護世帯の伸びとい
う点では今止まった状態になっています。216万と
いう戦後直後よりも大変多い状況の中、リーマン
シヨック以降、失業率と保護の開始が、まさに相
関関係にあるという数字になっているものでござ
います。そういう中にあって、ここはよく語られ
るところですけれども、生活保護世帯が大変増え
ている中で、その他世帯がこのように8.3％から
18.5%、約4倍に増えていると、ここが問題だとよ
く言われることでございます。誤解のないように、
高齢者世帯を見ていただくとおわかりのように、
高齢化の中で世帯数が、受給者の数が伸びている
のは、まさに高齢者が伸びているということがあっ
て、高齢者の方について、必要な方にはしっかり
受給していただくというスタンスは何にも変わっ
てないわけでございます。そこはしっかりと受給
していただくと。ところが､病気あるいは母子とか、
障害とか高齢、こういった理由がなくて、なかな
か仕事が見つからないということで、稼働能力が
あるにも関わらず、残念ながら生活保護を受給せ
ざるを得ないという状況になっている方が多いと
するならば、あとで数字も出てきますが、8.8万人
ほど新規の生保受給者の中で稼働能力のある人が
いるだろうと言われています。そういう方々に対
しては、しっかり就労支援を行っていくことが必
要だろうと。この部分が現在の施策としては弱い
んじゃないかということでございます。右側の枠
組みを見ていただきますと、50歳以上の方が53.5％
でございまして、これを見ていただきますと、50
代で仕事を失った方が、また仕事に就くのはなか
なか難しい、そういう中で生活保護受給に鑿がっ
千葉県中核地域生活支援センターにおける相談状況
藤
#○平成22年において、全相談件数のうち、相談ニーズが複数ある相談が半数以上、3つ以上
ﾘ；が約3割。
II;;○ニー ズが10種類以上の多問題家族の事例もある。
艤
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相識のニーズ数（種類〕噌談件数〈実数 割合〈％）
（出典)｢千葉県中核地域生活支援センター活動白書2010｣を参考に作成。
※千葉県中核地域生活支援センターは、千葉県の単独事業により、平成16年に県内14の健康福祉圏ごとに設置。子ども、障害者
高齢者等誰もが地域で暮らすことができる地域社会を実現するため、24時間365日体制で福祉サービスのコーディネート
・福祉の総合相談・権利擁護を行っている。
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て今回の制度の見直しということで、この3つの
ネットという表現をよくするわけでございますけ
れども、「第1のネット」というのは、ご案内のと
おり社会保険ですから、先ほど言いましたように
雇用保険を皆さん掛けていて、給料から天引きを
されているわけでございまして、仕事を辞めると
雇用保険で失業手当をもらい､ハローワークに通っ
て次の就職先を決めると。ですから、世間一般の
人達からすると、何ら問題ないじゃないかと、そ
れで何の問題が起こるんだ､努力が足りないんじゃ
ないかって思うのが一般的なイメージにあるのか
もしれません。雇用保険で就職活動、ハローワー
クに行ってということが難しい方が、求職者支援
制度を緊急訓練事業から恒久化しまして、月10万
円<、らいもらいながら8割以上訓練事業に出席し
ていただくことを条件に、10万円を給付している
という仕組みが労働のほうであるわけでございま
す。それが難しい人というのが住宅手当をもらっ
たり、アパート代をもらったり、社協の総合支援
資金でお金を借りて生活をしていくというような
ことを現在やっている状況が生活困窮者支援の部
分。そこが難しいってことになると、生活保護と
いう「第3のネット」になっているということで、
ていることが想像つくだろうと思っています。た
だ、公設派遣村とか私も関わっているときにやっ
ていたんですけれども、この20歳から29歳、5.2％
という数字があるわけですが、現在、社会保障・
人口問題研究所の阿部彩先生の調査によりますと、
貧困リスクの最も高い世代は20代前半の男性と言
われています。つまり、20代前半の男性の貧困リ
スクが最も全世代の中で高いと言われている中で、
まだこれだけの数字ということですから、今後、
生活保護受給者の割合の中で、その他世帯という
ところに20代が相当伸びてくる可能性が高いとい
うことです。そういうことを重く見ていかなきゃ
いけない。まだ数字に表れてないですけれども、
正直、私が学生時代に、採用に関わっていたころっ
ていうのは、まさに中高年世代がたくざん日雇労
働者で年末に来てましたけれども、私が公設派遣
村に行ったら、20代、30代が本当に多い、世代構
成が20年前と全然違うということを目の当たりに
しますと、まさにそこはしっかり考えていかなきゃ
いけないところだろうと実感をしたところでござ
います。これが、先ほど見ていただいたように高
齢者の方が伸びているっていうのが一目瞭然おわ
かりいただけるかなと思います。そういう中にあっ
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この「第2のネット」の部分が非常に弱いんじゃ
ないかということで、この第2のネット部分をもっ
と様々な施策として、しっかりつくっていく必要
があるんじゃないかというのが今回の議論の1つ。
もう1つは、生活保護を受給したほうが、真面目
に働くより得なんじゃないかというような風潮が
マスコミを中心に出てきているんではないかと。
生活保護を不正受給している人は0.4％です。受給
している人の0.4％という方達なんですが、しかし、
そういう人達が、ざも多いような印象を与え、そ
して、低所得で、比較的生活が苦しい状態で一生
懸命頑張っている人達からすると、非常に生活保
護世帯に厳しい目が行っているというようなセー
フテイネットに対する信頼感が揺らいでるんじゃ
ないかということが、国としては危機感があると
いうことです。ですから、生活保護の信用・信頼
を取り戻すことをしっかり考えないといけないと
いうことが、もう1つの大事な柱になります。そ
ういった中にあって6月26日に参議院で内閣総理
大臣問責決議案が突然提出をされるということで、
時間未了で廃案になりました生活困窮者自立支援
法案でございますけれども、朝の9時まで通る予
定だったというような状況があったんですが、残
念ながら廃案になりましたけれども、衆議院を通っ
てますので、今度の秋の国会に提出をされると聞
いております。そこにありますように生活保護に
至る前の段階の自立支援策の強化を図るというこ
とで、これは水際ではありません。水際ではなく
て前の部分の支援が弱いということです。もう少
し言うと、ここにしっかりとした専門性のある職
員を置きたいというのが、我々が検討してきたと
ころです。ですから、そこにありますように自立
相談支援事業という総合相談のものを必須にしま
す。これは自治体直営でも構わないんですが、社
会福祉協議会や社会福祉法人、NPOなど、社会福
祉士とか專門性を持っている人を置いて、ここで
ワンストップの体制をつくりたいというのが我々
の思いでございます。公務員全体を変えるという
ことはなかなか大変でございますので、まず、そ
の前にこういった困窮者の総合相談のセンターを
置きたいと考えたと。そして、あとで少し数字が
出てきますけれども、住宅手当については、効果
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が上がっていますので、ホームレスにしない、そ
のままアパートに住み続けられる、そして、しっ
かりハローワークで就職活動ができる、一定の常
用就職率の成果が出ていますので、住居確保給付
金という形で恒久化していこうというような状況
でございます。2番目は就労準備支援事業、一時
生活支援事業、家計相談支援事業をこのように組
み合わせて支援をしていこうと。就労の部分につ
いて支援が弱かったという部分があるでしょうし、
また、一般就労ということではなくて、就労社会
と繋がっていくという意味での支援、中間的就労
と言ったりしますが、そういうところの部分、韓
国なんかは社会的企業と言われたりして非常に手
厚い層があるんですけれども、日本は残念ながら
そこが弱いですので、そういったことも含めなが
ら事業を取り組んで行こうと。一時生活支援事業
は、まさにホームレス支援でやってきたシェルター
機能ですけれども、家計相談支援事業については、
残念ながら今、社会福祉協議会がやっている総合
相談といいますか、総合支援資金のお金の貸付と
いうのは、かなりご努力をしていただいてるんで
すけれども、リーマンシヨック以降、急に生活資
金の層が変わったという戸惑いを感じながらやっ
ているっていう現場の声も聞いてますが、やはり、
お金が貸せるか貸せないかというところに大きな
相談のポイントが置かれざるを得ない状況になっ
ていると。そもそも家計を管理して、生活を組み
立て直していくというような、例えば、貯金の習
慣をつけていくとか、限られたお金の中で生活の
やりくりができるようにしていくとか、そういう
ところの支援までは残念ながら至っていないん
じゃないかということでございます。これは、あ
とでグリーンコープの実践ですとか信用生協の実
践なども参考にしながら、ご説明したいと思いま
すけれども、こういうところをそもそも日本のソー
シャルワークの中で家計相談支援の部分は弱いと
考えられていますので、これを平成31年までかけ
て人材育成して、フランスなどではソーシャルワー
カーがこういうことをやっているようですが、こ
ういうようなことをしっかりとできるように人材
育成を含めてやっていきたいということです。そ
して、学習支援については、今までも社会的居場
東洋大学社会福祉研究第7号（2014年8月）
所の事業、生活保護の部分で学習支援、居場所づ
くりなどをやってきてはいますけれども、こういっ
た貧困の連鎖を断ち切るための支援事業というの
をしっかりやっていこうという観点です。中間的
就労を都道府県単位で認めて、進めていこうとい
うような形で考えている事業でございまして。自
立相談支援事業と住居確保給付金に関しては国庫
負担4分の3ということでございます。4分の3
というのは生活保護と同じ負担率でございますの
で、これは財務省的にいうと相当なんだよという
ことでございます。通常の補助金2分の1が一般
的でございますので、4分の3を確保できたこと
は大変大きい、相当に各省庁を歩いて努力した成
果なんですけれども、ということでございます。
ただ25年、26年度のモデル事業で一定の成果が上
がって、しっかりと進めていくことができなけれ
ば、当然、法改正の中で負担率が下がってしまう
こともあるので、そこは、しっかり成果を出して
いかなきゃいけないところかと思います。新たな
生活困窮者対策の主な対象者ですが、そこにあり
ますように現在、生活保護を受給していないが生
活保護に至る可能性のある者で、自立が見込まれ
る者ということですけれども。大体ざっくりいい
ますと、今、80万人く、らいの方が福祉事務所の窓
口に生活保護を受給したいとして相談に来られる。
そのうちの38万人〈、らいの方が生活保護を受給し
ている。ですので、年間40万人ほどの方が生活保
護に至っていないと言われています。この40万人
<､らいの生活保護を受給していないけれども、相
談に来たという方に対して、しっかりとした生活
支援なりが行われているのかどうか、この部分が
課題になってくるわけで、そこをしっかりとやっ
ていこうというのが、まず1つの対象ということ
でございます。こういうことをやると、縦割りに
なるんじゃないかとご心配になる方もおられるか
もしれませんが、行政というのは、どうしても対
象が明確にならないと予算が付かないという悲し
い状況がございまして。まず、自治体にご説明に
伺っていく、必ずやらなければいけない事業とし
て説明をしていく場合には、対象者が誰なんだと
いうことを明確に説明できないと、自治体は必ず
やらなきゃいけない事業としては納得していただ
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けないというところがございます。そういう意味
で、まず、対象者は誰かということを明確にする
ことが大事になってまいります。続いて、生活保
護受給者のうち生活保護からの脱却が可能な層と
いうことで、先ほど8.8万人っていうお話をしまし
たけれども、また、生活保護を現在受給している
方の稼働年齢層で就労支援が必要とされる人は、
36.9万人ほどいるということがあります。こういう
方々が具体的な生活困窮者自立支援法の対象とし
て、まずは一番に上がってくるだろうということ
でございます。この人だけに限定するわけじゃあ
りませんけれども、ここが中心的な対象層だとい
うイメージでございます。この中で見ていただい
て、もう少し言いますと、あとの数字にも出てく
るんですが、非正規労働者が35％を超えてきまし
たということ。それから、年収200万円以下の人が
23％を超えてきましたということ。そして、高校
中退者が5.4万人、毎年出ているということ、以前
はもっと多かったということです。この部分は厚
労省としても内閣府や文部科学省の調査を踏まえ
て、15歳、16歳、17歳で高校を中退した若者が、
誰にも相談をせずに20代になっているという方が
非常に多くの割合おられると。その結果、アルバ
イトや不安定な就労を続けて、結果として生活保
護に辿りついている若い人達が、増えてきている
ということを大変重く見ているということです。
ですので、この辺は、高校にいる間は文科省、高
校を卒業した途端に厚労省っていう話にならない
ように、ここは、しっかりと連携してモデル事業
をやっていこうという形で、昨年度から困窮者支
援のモデル事業を進めてきているということにな
ります。今、地域若者サポートステーションなど
の事例は労働のほうで始まっていますけれども、
そういうところも一緒に検討しながら取組を進め
てきているということになります。不登校の方も
このように数字が出ていますし、ニート、ひきこ
もり、こういったところの数字もございますので、
こういったところも当然ターゲットになってくる
だろうと。そして、貧困の連鎖というところで我々
が重く見ているのが、生活保護受給者のうち約
25％、母子世帯においては41%の世帯主が生活保
護出身であるということ。つまり、貧困の連鎖が
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ここに起きているということでございまして、こ
の貧困の連鎖を何とか断ち切る支援をやっていか
ないといけないんじゃないかというのが大きな問
題意識ということでございます。続きまして、生
活保護の一部改正をする法律案についてですけれ
ども、この冒頭にありますように、「必要な人には
確実に保護を実施するという基本的な考え方を維
持しつつ」と明確に資料に書いてあります。ここ
を大事にしながら生活保護を適切に行っていきた
いという意思の表れで書かせていただいていると
ころかと思いますけれども、併せて、そこにあり
ますように、「今後とも生活保護制度が国民の信頼
に応えられるよう」と、ここが大事で、生活保護
制度が国民から信頼されない、何か怠けている人
を助けていると思われては本当にこの制度自体の
信頼が揺らぎますから、残念ながらそこが大きな
ポイントになっているということ。それは皆様、
様々なご意見があるだろう、不正受給者に対する
対策が大変厳しくなってきているところに表れて
るかと思います。そして、就労による自立促進、
医療扶助の適正化、こういうところを図っていく
ということです｡lつは就労による自立促進とい
うことで、今までは生活保護を受給していて、仕
事をすると、その分だけ保護費が減らされるとい
うことでありますから、何か働くと、その分、保
護費が減らされるじゃないかということで、どう
してもインセンティブがなかなか働かないという
ことがあったと思いますが、それを、給付金を設
けることによって架空の積立・貯金ができるよう
にして、それを、生活保護を出たときにお渡しを
するという仕組みを考えていこう。また、健康面
のチェック、生活習慣病や様々な病気を抱えてい
る保護受給者は多いですので、そこの支援。それ
から、0.4％とはいえ不正受給者がいると非常に批
判が大きいです。これは税金でやっていますから、
当然そういったご意見がありますので、現在は3
年以下の懲役もしくは30万円以下の罰金ですけれ
ども、それをlOO万円まで引き上げようという議論
が今されているというところになります。そして、
医療扶助の適正化は、生活保護費の半分が医療扶
助です。その医療扶助は、生活保護受給者は自己
負担がありませんので起きているんじゃないかと
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いう意見もあるかもしれませんけれども、しかし、
適切に医療を受けていただくという意味では、そ
ういった負担は設けない形に今してるところでご
ざいます。ただ、医療機関が必要以上に医療費を
掛けているんではないかというようなことが、も
しあるとすれば大変なことですので、そこは、そ
ういうことをやる医療機関がある場合には、指定
の取消などを厳しくしていくということをやって
いこうということでございます。そのチェックは、
国がしっかり直接やっていこうという厚生局のこ
とが書いてあるということです。というように少
しそんなご説明をしましたが、このようなことを
背景として、これは先ほどご説明した資料の焼き
直しの部分でございますけれども、社会保障制度
改革推進法という中に一体的な見直しを含めて書
いてきたということでございます。このような取
組は以前からも行われていまして、平成17年から
自治体とハローワークが一体となって、福祉から
就労へという支援事業をやってまいりました。こ
れは54.5％の就職率、あるいは横浜市の取組ですと
56.3％、大体1億円く、らい投入して8億円ぐらいの
成果を上げているということでございます。この
ようなことを成果として上がっているというとこ
ろについては、しっかりとやっていこうというこ
とでございます。それから、居住確保に関しても
先ほど住宅手当のことを申し上げましたが、常用
就職率が54.5％、これは期間を設けない、期限を設
けない雇用の常用就職率でございますけれども、
54.5％ということですので、住宅手当をもらって、
住宅をしっかり確保した上で、ハローワーク等で
就職活動をした人は、5割以上の方が常用就職し
ているということで、一定の成果が上がっていま
すので、そういったところをしっかりと恒久化し
ていきたいということが盛り込まれているという
ことです。ただ、こういった取組が一部の自治体
や各分野バラバラで実施されているということな
ので、ここでやってます、これをやってます、私
は横浜とかいくつか事例を言ってますけれども、
残念ながらそれは一部の自治体であるということ
なので、それを日本全国で取り組めるように法制
化をしていくことを考えているわけでございます。
その議論の前提となったのが、「生活困窮者の生活
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支援の在り方に関する特別部会」ということで、
その報告書を簡単にまとめて、持ってきたという
ことでございますが、この法案をつくるに当たっ
ての基礎となった考え方が、この報告書に出てい
るわけでございます。当然、その中には新たな生
活困窮者支援制度の創設と生活保護制度の見直し
を一体的に行うことが議論されています。この特
別部会とは別に生活保護基準部会というのがござ
いまして、そこで生活保護基準の見直しに関する
検討が、また行われたということが別にございま
す。そういうものが総合的になって、法案になっ
ているということなんですけれども、ここでは、
まず一体的に改正を行うということ。それから、
4つの基本的支援として自立と尊厳、生活困窮者
に対する尊厳ということをしっかり改めてうたっ
ています。それから、繋がりをしっかり再構築し
ていこうと。これは、まさに経済的困窮の問題だ
けを取り上げるのではなくて、しっかりと地域の
繋がりというものを再構築していきながら、困窮
者が地域で孤立しないようにということも考えら
れています。そして、子ども・若者の未来をしっ
かり見据えて、この問題を考えていこうと。また、
信頼による支え合い、生活困窮者の、生活保護制
度の信頼もそうですけれども、改めて地域におい
ても信頼というものをしっかりと確認しながら、
支え合いを展開していこうと。その支援の考え方
としては包括的・個別的な支援、早期的6継続的
な支援、これは今までの議論、当然だろうと思い
ますが、文献的・創造的な支援ということが新た
に入っています。残念ながら、生活困窮者支援は、
まだまだメニューが不足していますし、蓄積もそ
れほど多くはございません。そういう意味で各地
域ごとに、その地域に合った実践をつくり上げ、
創造し、そして、それを制度化していくことが、
この短時間の間に求められているというところが
ございまして、これが文献的・創造的な支援とい
うことになります。生活困窮者問題は都市部だけ
の問題でもありません。数千人の町でも、ひきこ
もりの若者がいますし、都市部から帰ってきた若
者の支援を考えていかなきゃいけないという秋田
県の藤里町、4,000人を切る町でllO人のひきこもり
の若者達の支援をしているという実践も地域福祉
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学会の優秀実践賞を受賞しましたが、そういうこ
ともあるわけでございまして、日本全国でこうい
う問題を考えていかなきゃいけないという意味で、
こんな考え方が出ているということでございます。
基本的な中身については、今、制度の説明をして
きた中に盛り込まれている部分ですので、改めて
お読みいただければと思いますけれども、子ども・
若者の貧困の防止ということで地域若者サポート
ステーションなどは福祉部局のセンターではござ
いませんけれども、労働部局の予算で付けられて
いるセンターですが、なかなか難しいと言われる、
底辺校と言われるような、例えば、都内の高校な
どにしっかり入り込んで実際に、高校に机を置か
してもらいながら、臨床心理士をはじめソーシャ
ルワーカーが相談をし、そして、その高校生達が、
また町にやってくるという実践も展開をされてい
ます。こういうように比較的NPOを中心として行
われていますけれども、こういった実践もしっか
り繋がりながらやっていきたいということも考え
ています。ここについては、いろいろ内容が盛り
込まれていますので、改めてご覧いただければと
思いますが､生活保護世帯に対して領収書のチェッ
ク、そういった家計簿の作成、そんなものも盛り
込まれ、今回の生活保護法の見直しの中にも入っ
てきているというものでございます。不正受給に
ついても先ほどご説明したとおりですので、そこ
について､またご確認いただければと思います。｢生
活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会｣、
ここにありますようなメンバーで議論をいただき
ました。福祉の研究者という意味では、福祉学部
の関係でいうと岩田先生ですとか、社会保障の先
生ですとか、あるいは自治体、NPO、企業、労働
組合､医師会､社会福祉会はもちろんですけれども、
様々な立場の方にお入りいただいて、社会福祉協
議会、社会福祉法人等々入っていますけれども、
コミュニティソーシャルワークの重要性をはじめ、
企業でどれく．らい若者の就労支援をできるのかと
か様々な議論をいただいたところでございます。
そういう中にあって部会の総意として、総合相談
を進めていくということは、まさに総意としてま
とまりまして、この生活困窮者のための相談支援
事業と、残念ながら総合相談ということを法律の
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中に書くことはできなかったんですけれども、総
合相談ということを目指して相談支援事業をやっ
ていくということでございます。モデル事業をス
タートしていますが、例えば、高知県の高知市は、
これも部会の委員、高知市長がケースワーカー経
験者で部会の委員さんでもあったんですけれども、
生活困窮者総合支援センターを設置することを決
めていただきました。8人の職員、そのうち3人
はハローワークから派遣をしていただいて総合相
談をしていただくというようなことでございます。
ただ、個人的には気をつけなきゃいけないのは、
生活困窮者総合相談センターという名称がいいか
どうか、これはちょっと皆さんで考えていただき
たい。生活困窮者だけが集まる総合相談センター
というのが、はたしていいのかどうかということ
は厚労省の中でも議論をしておりまして。自分は
生活困窮者じゃないから、あそこには行かないっ
て思ってしまう利用者が出てくるかもしれないと
いうことなので、まさに縦割りのセンターにはし
たくないというのが、これを立案するときに考え
ていたときのみんなの想いということでございま
す。ただ、なかなか予算的な問題がありまして、
いろいろ苦労があるんですけれども、想いとして
は総合相談をやりたいと。そこにありますように
福祉事務所のケースワーカーの負担が現在過重に
なっている。これは皆さんご案内のように80件の
基準をはるかに超えるケース、100ケースですとか、
120とか、そういったものをケースワーカーが抱え
ているという中にあって、本当に相談支援ができ
ていない、そういうことを組合でもこういう総合
相談センターをしっかりつくることによってケー
スワーカーの負担も減っていくだろう、そして、
早期に対応できる、そういう総合相談センターを
つくっていきたい。それは、また屋上屋を重ねる
というものではなくて、地域包括支援センターを
総合化してもいいし、障害者相談支援事業所を総
合化してもいいし、消費生活センターから発展す
るような滋賀県野洲市の例があってもいいと。そ
ういうような柔軟に、自治体に合った形で総合相
談センターをつくってほしいというような考え方
でございます。それがこの例として我々がイメー
ジした、「総合相談・ワンストップ対応」のいくつ
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かの例ということでございます。これは既にそれ
ぞれの自治体で総合相談としてスタートしている
形ですけれども、先ほどの野洲市では家賃滞納の
情報などを消費生活センターだったところが、ま
ず、総合相談になって、そして、受け止めて、そ
の内容を。大体、家賃滞納をしているような家庭
というのは電気代も滞納していたり、水道代もガ
ス代も滞納していて、介護保険料も国保税もみん
な滞納していると。そうすると、大体、市役所み
んな窓口がそれぞれ困っているケースということ
になります。それを1つの窓口がそれを解決して
くれれば、ほかの窓口の滞納も解決するというこ
とになりますので、ほかの市役所の部署が喜ぶわ
けです、「おお、よかったな」と。とすると、「あ
そこの総合相談センター機能っていうのは意味が
あるな」というように役所内で理解が進んでいく
ということになります。そうすると、今まで縦割
りであった役所内の風通しがよくなって、情報が
共有されやすくなっていくということになるわけ
です。個人情報の共有に関しても相当議論をして
きておりますけれども、こういった総合相談の形、
一つひとつ積み重ねながらできているという。富
士宮の地域包括支援センターのケースは、もう皆
様、地域福祉関係あるいは高齢者関係の方は非常
に詳しいんじゃないかと思います。ただ、富士宮
の地域包括支援センターも市直営で包括をやって
いますけれども、8つぐらいのブランチを、かつ
ての在宅介護支援センターのブランチが地域に機
能していて、そこが、まず総合相談機能としてブ
ランチで受け止めています。更にインフォーマル
のは、地区社協が10ヶ所く､らいありまして、また、
それはインフオーマルとして一緒に受け継げてい
ると。そこでこなせないものについてのこんなケー
スが中央の、この地域包括支援センター、市役所
内にあるところに総合相談でやってくるという形
でございます。アセスメントシートも保護課と同
じで、まずは受け止めて、それで保護が必要な場
合は一緒に座って保護課に繋ぐ、というようなこと
を私もいってきましたし、所長さんあたりと情報
交換していますけれども、そういうような態勢を
取って、今回もモデル事業に手を挙げられている
ところです。TOKYOチャレンジネットは歌舞伎
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町の裏にある大変総合的な取組をしていて、社会
福祉法人、NPO、ハローワーク、東京の社協、福
祉人材センター等々が一緒に机を並べて総合化し
ているところということです。広域的に取り組む
1つの方法だろうと思っています。豊中のように
コミュニティソーシャルワーカーが地域に繋がり、
ネットを組んでいくというような、あるいは地域
福祉計画をつくって、総合的に取り組むような行
政等の関係もしっかりできたような仕組みの中で
やっているという取組もありますし、先ほどご紹
介した千葉県の中核地域生活支援センターのよう
な市町村では抱えきれないケースについて、広域
で総合相談で受け止めていくというような仕組み
もあると。このようなものをそれぞれの自治体で
考えていただくということを、それぞれの自治体．
地域に合った形でやっていただこうということで
ございます。そして、これがハローワークと一体
となった就労支援の抜本強化ということで、先ほ
ど高知市がハローワークから職員を派遣しても
らって一緒にっていう話がありましたけれども、
こういった議論です。ハローワークの情報を市役
所と共有化して取り組んでいくとか、様々な規制
の部分もいろいろ議論しながら取り組んでいくこ
とを今検討して進めているところでございます。
それから、就労支援というと今日お集まりの皆さ
んは、ご専門の皆さんですので、一般就労だけと
いうイメジージじゃないことは重々おわかりかと
思いますが、習慣的就労の位置づけ、あるいは
SSTなどに象徴されるように、なかなか挨拶がで
きないだとか、朝起きられないだとか、そもそも
の生活の部分がなかなかうまくいかない、そういっ
た若者が残念ながら多くいます。それは生活保護
世帯など養育力の十分じゃない親に育てられた子
ども達というのは、残念ながら様々な状況にある
と。そういう中で、そういった若者達がアルバイ
トに行っても、面接に行っても一切通らない。一
度もお金をもらうという経験がない。そういうよ
うな若者達が、例えば、足立区の職員なんかと話
をすると、たくさんいるわけです。そういうアル
バイトに行っても、一度も面接に通らない、そう
いう働いたことがない、自分でお金を稼いだこと
がない、そして、「最後には生活保護を受給すれば
14
いいんでしよ」って言葉にしてしまう若者がいるっ
ていう状況を何とかしなきゃいけないっていうの
が、今、自治体職員なり現場のワーカーの思いじゃ
ないかと思います。そういう中で中間的就労とい
うものを今いろんな形で取り組んでいただいてい
ると。例えば､足立区などではNPOと区役所がスー
パーと一緒になって､NPO職員が若者と一緒にスー
パーで働いて､棚卸などをして1回500円もらうと。
これは最低賃金以下ですけれども、訓練事業です
から500円でもいいわけです。これが仕事ですと最
低賃金以下ですから問題になってしまいます。こ
ういう訓練事業と就労の切り分けも大事なんです
けれども、そういう位置づけをしながら、でも、
若者は毎日来るわけじゃありませんから、来なかっ
たらNPOの職員が変わりに働くわけです。その
NPOの職員の賃金を足立区が出していると、そう
いうような就労支援の形ですけれども、こういう
ようなものを繰り返しながら、若者が仕事をでき
るような習慣をつけていって、そこで認められた
若者はスーパーの店長さんから次の仕事を紹介し
てもらってアルバイトできるようになっていくと
かっていう実績を上げているわけです。少しずつ
仕事ができるようになっていくというような習慣
というものを丁寧に丁寧にやっていくっていうこ
とを積み上げていきたいっていうのが今のモデル
事業の考え方ということでございます。貧困の連
鎖の防止についても埼玉県でサポート事業など丁
寧な取組が行われていますけれども、貧困の連鎖、
やはり、どうしても生活保護世帯の子ども達の高
校進学率も一般よりも低い、98％が実際は87,
88％でしょうか、生活保護受給者の高校進学率は
低いわけでございまして、そういったところも埼
玉県がサポート事業をしっかり展開していくこと
によって、ほぼ同レベルまで上がってきたという
埼玉県の実践でございます。こういうような取組
を丁寧にやっていくっていうことで何とか貧困の
連鎖を防いでいきたいと。それは、よく現場の
NPOの組織とか、いろんな人と議論したのは、と
にかくモデルになる大人が近くにいないといけな
いんだっていう話をたくさんしていただきました。
親は、そもそもモデルになりませんから、親がモ
デルにならないとすれば、親の代わりにこういう
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大人になりたいとか、こういうふうになりたいか
ら大学に行きたいとか、高校に行きたいとか、そ
ういうように具体的なモデルになる、お兄さん、
お姉さん、大人と近くにいるような場をつくって
いきたいという意味で居場所づくりとか、そうい
う意味です。ですから､学習視点ありきではなくて、
こういう居場所をつくって、そして、知的に繋げ
ていきたいというのが今回の取組のねらいという
ことでございます。この辺はNPOがいくつも、い
い実践の例がありますので、そういうものを広げ
ていきたいっていうことです。このような方向性
で実際に、ただ、それをまとめていくには今まで
の実績のある社会福祉協議会、社会福祉法人、
NPO、こういった人達の協力をぜひ入れていきた
いということで書いているということでございま
す。また、ここでは就労促進のための支援という
ことで自治体とハローワークが一体となった取組
ということを進めていきたいということで書かせ
ていただいています。先ほど来言ったように給付
金を設けて、仕事をしていきたいというようなイ
ンセンティブを高めていきたいというようなもの
で書いているということです。次でございます。
何度も同じような資料が続いて恐縮でございます。
繰り返しのところは省かせていただきたいと思い
ます。それから、社協・生活支援活動強化方針と
いうことでございまして、社会福祉協議会として
こういった問題に取り組みたいという方針を出し
ていただきました。当初、国は、かなり社会福祉
協議会などに冷たいメッセージを送っていたのか
なと思います。生活困窮支援はNPOに実績が非常
にあって、社会福祉協議会は十分に取り組んでい
ないのではないかと見えたんだろうと思います。
というのは、いろんな文書に「社会福祉法人等」
と書いてましたので、社会福祉協議会の名前はあ
まりなかったということで、あとで、だいぶ私も
ご意見をいただきました。そういう中にあって非
常に危機感を持っていただいたのではないかと思
いますが、社協としてあらゆる問題に取り組むん
だというメッセージを送っていただき、役職員が
理解しないと現場の職員もブレーキを踏んでしま
うということで、しっかりと取り組んでいくんだ
と。それは生活資金の実績や日常生活自立支援事
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業という金銭管理、福祉サービス要援助、これは
生活保護世帯4割を全国でも占めます。大阪にお
いては、低所得者を含めますと、95％が低所得者っ
ていうのが日常生活自立支援事業の特徴でござい
ますけれども。こういった実績、あるいはボラン
ティア活動、福祉教育で若者の支援をやってきた
じゃないか、心配事相談でいろんな法律相談に繋
がるような相談をやってきたじゃないかという実
績を生かしていきたいと言っていただいています。
25年から始まるモデル事業にもかなり手を挙げて
いただいているという状況がございます。アウト
リーチとか、生活困窮者の地域で孤立させないた
めにということを考えると、まさに今までの地域
福祉の実践か非常に大事になってくるのではない
かと。それは行政とのパートナーシップでしっか
り取組をする必要があるだろうという考え方でご
ざいます。このようにステップ1，ステップ2と
いう形で具体的な行動宣言をしていただいて、大
阪の豊中市の実践をあとで少しご紹介しますけれ
ども、そんなことを象徴的に、いろんな実践を展
開できるのではないかということで、今かなり全
国的にいろんなところで話をしていただいている
かなと思っています。続きまして、時間が、すみ
ません、前半で押してしまいましたけれども、ホー
ムレスについて、これも簡単に触れさせていただ
こうと思います。今までの支援についてホームレ
ス対策の部分というのが、かなり参考になってい
る部分もございます。これは皆様ご承知のように、
ホームレス自立支援法というのがございまして議
員立法でできたものでございますが、それが昨年
でございますけれども、10年の時限立法でしたの
で、5年間延長となりました。ですので、生活困
窮者自立支援法が通りますと、これとホームレス
自立支援法が併走する形で進んでいくという形に
なります。このような趣旨でございまして、ただ、
今、ホームレスといいましても、ネットカフェと
かインターネットカフェで暮らしている若者達を
どう捉えるのかということも当然出てきてまいり
ますので、そういった若者達も視野に入れながら
支援というのを考えていかなくてはいけないとい
うことでございます。ですから、これは目視で、
目で実際に職員が見て、公園で寝ているホームレ
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スが何人いるのかということをチェックした数字
がこの数字でございますけれども、この全国調査
をどう見るかということは様々ご意見があろうか
と思います。ここにありますように、この議論が
始まる前に、「ホームレス等貧困・困窮者『絆』再
生事業」というものが動いていました。この段階
から路上生活者という狭い定義ではなくて、ネッ
トカフェ難民、ニート、こういった社会的生活困
窮者も対象に支援をしていこうという形で、既に
支援が動いています。更にはNPOと民間支援団体
が非常にノウハウを持っているので、この人達の
ノウハウを生かして、この支援をやっていこうと
いうことが既に言われていた。ですから、こうい
う考え方が今ベースになって新しい法案が検討さ
れているということになります。そして、継続的
かつ包括的・伴走型支援ということが言われてい
て、そして、路上の未然防止、こういった観点で
議論がきれてきたということがあります。こうい
うことを取り組むことによって、これは行政機関
からのメッセージですが、NPO等の雇用機会の拡
大あるいは生活保護費の削減という経済効果にも
繋がるんだ等々ということが言われていたという
ことになります。このような考え方に基づいて支
援を進めていこうと。ここの大きなポイントは
NPO等の協働ということをかなり強く出して、こ
ういった困窮者問題に民間の力を入れていこう、
そういう専門性を入れていこうということを議論
したということになります。このようにステップ
を、踊り場をつくって一気に行くわけには難しい
ですから、立ち止まりながら、あるときは戻りな
がらになるのかもしれないけれども、少しずつ少
しずつ登っていくような支援ということを考えて
行けないだろうかということで、今は法案の前の
段階ですが、これは現行動いているものですけれ
ども、こういう形で既に取組が進められていると
いう状況でございます。これが時限立法5年間延
長したというところの昨年のものでございます。
現在は、このように総合相談､NPOが北九州のホー
ムレス支援機構をはじめ、いろんなところが自治
体から委託を受けて、支援をやっているような団
体はあろうかと思います。あるいは新宿の「スー
プの会」をはじめ、緊急一時のシェルターなども
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しているような「ふるさとの会」ですとか、いろ
んな東京でもこれらの団体が活動されているん
じゃないかと思います。自立支援センターなどで
金銭管理なども行いながら支援をしているという
ような独自の動きというものもやったりしている
と思いますが、こういうような取組がベースにあっ
て今回の議論も、こういうノウハウを持っている
人達もかなり入っていただいて議論をしてきたと
いう経緯がございます。これを少し体系的に整理
したものがこれでございまして、右側は被災地支
援の事業も組み込みながら基金事業として進めて
きて。いずれ本予算に戻さないといけないんです
けれども、こういうような取組をしてきたという
ことでございます。これがホームレスの調査の部
分で、時間の関係で見ていただくということで、
お許しいただきたいと思いますけれども、次の資
料にその特徴が少し出ています。路上生活3年以
上の層では7割というのが、収入のある仕事をし
ている人が6割を超えるということで、何らかの
仕事はしている人が路上生活している人でもいる
んだということで。いろいろ意見があるところは、
今後の希望について、長期居ほど今のままでいい
という意見が多くなっていると。これをホームレ
ス支援団体の人達は本音を言ってないんじゃない
かというような形でいろいろ見たりはしています。
ちょっと気になる数字としては4の若年層につい
てです。若年層45歳未満は路上に現れる前の職業
を見ると、常勤職が相対的に少なくなっています。
つまり、今のホームレス、路上生活者の方の高齢
層は常勤職経験のある方が多いんですけれども、
今の若いホームレス、路上生活者の人達というの
は、不安定就労しか経験したことがないという層
ということ、かなり様相が異なっているというこ
とが1つあろうかと思います。これは、やはり、
社会構造的な問題が、高度経済成長期と「失われ
た20年」という中と相当違ってきているというこ
とがあろうかと思います。あるいは路上生活を始
めた理由も、失業・倒産、仕事が減ったというこ
とが多いわけですけれども、若年層では人間関係、
労働環境が悪い、借金取立、家庭内のいざこざ、
人間関係で辞めているケースが多いということが
1つの特徴になっているかなと思います。それか
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ら、孤立死の防止ということに関してですけれど
も、非常に社会的孤立の問題、特に先般からずっ
と続いている札幌市やさいたま市、立川市といっ
たような複数人世帯の孤立死の問題｡60代前半の
夫婦、30代の息子さんがいた、さいたま市の例は
住民票も登録していないという中で、本当に自治
体職員としては把握のしょうがないというのが、
今までの感覚としてはあろうかと思います。しか
し、相当なマスコミからのバッシングや様々なご
意見をもらっているというところがあろうかと思
いますし。札幌市の例で言うと、お姉さんが先に
亡くなってしまって、重度の知的障害の妹ざんが
残された。しかし、凍死をされるということだっ
たと。それは1月という札幌の寒い中、電気．ガ
スが止まっていたということがあって、このライ
フラインを止めるということで、また様々な議論
があったというところかと思います。こういうよ
うな問題を一つひとつ議論してきたと。立川市に
おいても、お母さんが<も膜下で倒れることによっ
て、4歳の男の子が衰弱死をするということがあっ
たわけでございます。このような孤立の問題をど
う防いでいったらいいのかというようなことを
様々な議論し、今、少しずつ協定を結ぶというこ
とも進んできています。なかなか電気会社等との
連携は難しかったんですけれども、今、少しずつ
そういう動きが出てきて、千葉県の市川市ですと
か、あるいは、こういった、さいたま市のガイド
ラインをつくる動きですとか、こういうような動
きが出てくる中で少しずつ民間事業者とも連携し
ながら、北九州市の例もございますけれども、情
報ができるだけ早く福祉部局に一元化できるよう
に、そんなことが始められている。先ほどの滋賀
県の野洲市の例もそういった取組の1つかと思っ
ています。すみません、前半に時間をかけ過ぎた
のかもしれませんが。社会貢献事業という大阪で
組まれている老人施設部会のコミュニティソー
シャルワーカーの取組ですけれども、介護保険等
で黒字が出た部分を基金として9,000万ほど積み立
てて､そして、ソーシャルワーカーが通報を受けて、
こういう困っている人がいるよということを見つ
けると、ワーカーが家庭訪問をして、そのケース
を判断して、そして、施設長の判断をもらいます
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けれども、自前の範囲内で、すぐ支援を行ってい
けるというような、まさにソーシャルワーカーと
しての専門性が生かされる事業として､40代､50代、
30代の方などを中心に行われている事業。本当に
この事例を読んでいただくとおわかりのように、
兄、妹、母親、3人とも知的障害の疑いがあるけ
れども療育手帳をもらっていない。そして、服も
汚れ、お風呂も入っていないし、ごみ屋敷になっ
ている。こういう状態の中で本人は生活保護を拒
否しているし、療育手帳や障害年金の申請もして
いないんです。なにしろ自分達が障害者だという
自覚がないわけです。というような人達に対して
ワーカーが入っていくことによって日用品費を与
え、お医者さんにかかり、障害年金や療育手帳も
取得をして、収入を増やすというような支援をし
ていくと。これは本当にソーシャルワーカーが関
わらないと支援に繋がっていかない、自立に動い
ていかない、こういうようなケースが非常に増え
てきているということがあろうかと思います。こ
ういった動きがある一方で、内閣府ではパーソナ
ル・サポート事業というのを立ち上げて、1ヶ所
’億円というかなり大きなお金を投入し、雇用対
策も含めてですから取組をやりました。市の職業
照会機能、新たにパーソナルセンターを市職員で
つくり、仕事になかなか、すぐ、に難しい、ひきこ
もりの若者や発達障害の若者などは社協のパーソ
ナルサポートセンターで受け止めると、こんなよ
うな三角形の構造でありながら、仕事をつくりな
がら、就職に繋げていくという動きをパーソナル
サポートセンターでやりながら、一方で、ひきこ
もりの若者や発達障害の若者達は居場所をつくり、
そして、具体的な仕事をしていく、ある若者は絵
本を書くとか、有名な豊中市社協の勝部さんをモ
デルにした絵本を2冊〈、らいつくって、今度は3
冊目が出るんですけれども、そういう本をつくっ
たりとか、大変な売れ行きのようですけれども。
そういう本をつくったり、あるいは、いろんな本
を害いたりとか、今は新聞配達のお手伝いをした
りとか、そういう取組をしたりしているという取
組が進んでいます。地域支援計画も、これは特に
何かを言うということよりも、こういう取組を中
に入れ込んでいかなきゃいけないということがあ
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りまして、これが中身の調査、所在不明高齢者問
題が起きたときに全国調査をさせていただいたん
ですけれども、地域福祉計画の中身の問題も、ちゃ
んと議論していかなくてはいけない。特に右側の
要援護者の把握の数字などは、残念ながら全部書
かれてないということがありますので、そういう
問題を議論しなきゃいけないですし、生活困窮者
の発生の予測ですとか、どれく、らいのケースワー
カーがこれから必要になるかとか、そういうもの
は自治体の計画にどこにもないんです。ですので、
これからはそういったものを計画の中に盛り込ん
でいく必要があるのではないかという議論も始め
ています。そういうモデル事業を今検討していま
して、東近江市ですとか、横浜市ですとか、いく
つかのモデル事業を行いながら今やっています。
ですから、高齢者、老人保健福祉計画や介護保険
事業計画のようにどれ〈、らいの要援護者のニーズ
があって、その予測に基づいてサービス量を決め
るというようなことを困窮者についても検討して
いかなきゃいけないんじゃないかなという議論が
今始まっているところです。残念ながら、でも、
これだけの地域格差がありますので、そう簡単な
話ではないというのが現状であろうかと思います。
日常生活実施事業については金銭管理の必要性と
いうことが、今、生活困窮者問題であって、東京
都のようにケースワーカーが金銭管理をするよう
な仕組みが導入されていればいいんですけれども、
多くのケースワーカーのところでは保護費にタッ
チをしないというのが、かなり大きな傾向でござ
います。そういう意味で、今度、生活保護法の見
直しの中では、レシートチェックや家計簿をつく
るという支援をやっていきますから、そこは大き
な転換点になろうかと思いますけれども、現状と
しては生活保護世帯に日常生活自立支援事業が大
きく関わって支援をしているという側面がある。
特に精神障害者の方が病院から退院をして在宅生
活するときには、こういう支援がないとなかなか
難しい。こういうことが実際はあるというところ
ですが、まだまだ成年後見制度の要支援事業も含
めて十分ではないというところがあろうかと思い
ます。すみません、時間の関係で省かせていただ
きたいと思います。こういうような判断能力が変
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わっても、低下をしても、地域で矢印のように継
続して生活していけるようなイメージを我々とし
ては考えていきたいということで議論してきたと
いうところになります。法人後見というのも今、
障害者総合支援法になって法人後見の事業がモデ
ル事業化されてきていますけれども、こういう議
論も今、親亡きあと問題として、また、大きなテー
マとして、今、クローズアップされてきているか
なと思っています。安心生活創造事業の話もした
かったんですが、これは見守り介護支援という中
で、社会的孤立の問題に取り組んできた事業とい
うことで、58ヶ所モデルで取り組んでいただきま
して、様々な地域の多様な人達と連携した見守り
体制というのをつくっていただくというような成
果を一定成果上げてきたと。あるいは行政の所在
不明高齢者問題ではないですが、行政内で情報が
共有きれない、そういうような課題なども庁内で
プロジェクトをつくっていただいて共有していく。
そして、つくった名簿は適宜更新をしていく、そ
ういうような取組を先進自治体で取り組んでいた
だいたと、あるいは地域で見守りの財源づくりを
どうしていくのかと、そんな議論をしていただい
た。そんな中で総合相談の必要性や権利擁護の必
要性なども出てきたかなという中で、改めて安心
生活基盤構築事業という、ちょっと言い過ぎかも
しれませんが、ふれあいのまちづくり事業以来く”
らいの大きな規模の地域福祉の総合的な事業をつ
くらせていただいて。10分の10で基本事業l,000万、
人口規模によっては最高5,000万まで、選択事業は
総合相談や権利擁護センターや拠点づくりという
ところを選択で1,000万、その他事業もできますか
ら、ひきこもりの若者支援をやろうとか、そうい
うこともできるような。今、ひきこもりの若者は
都道府県事業としかできませんので、そこをつく
らせていただくとか、そういうようなことを考え
ていたというところでございます。かなりこれは
応募をいただいてるというのは聞いております。
それから、24時間365日の電話相談ということも設
けさせていただいて。これは、30代、40代、50代
の方のニーズの掘り起こしに大変になっていて、
外国人の相談あるいはセクシャルマイノリテイー
の問題、DV、そういった問題も専門内容を設けて、
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しっかりと相談を受け止めていく。なかなか窓口
相談には難しいようなものも、しっかり掘り起こ
すと。課題は、これからいかに相談窓口に繋いで
いくのかということが1つ課題ですけれども、何
百万件という、なかなか繋がらない状態で今は相
談が起こっている。元々、被災地の人達を中心に
入っていった事業ですけれども、今、全国で展開
をしているというものでございます。こういう取
組を進めていくに当たっては、若い人達にしっか
りと今の社会保障の重要性をわかってもらわな
きゃいけない。そうしないと、この介護保険、介
護年金の社会保障の仕組みを維持できない。これ
は、初等・中等教育の段階から社会保障というの
をしっかり取り上げていただいてやっていく。こ
れは文部科学省とも連携しながらやりたいという
のが厚生労働省の考えでございまして。これは今
までの高齢者理解とか、障害者理解とかいうこと
ではなくて、自分が何か困ったときにはハローワー
クに行けるとか、あるいは遺族年金がもらえたり、
障害者年金がもらえたり、年金っていうと高齢者
年金だけじゃないんだっていうような様々なこと
をしっかり学んでいくということを自分達の問題
としてしっかり学んでいく、そういう学びをつくっ
ていきたいということでございます。こんなこと
も併せてやっていかないといけないんじゃないか
なと。そうしないと、子ども達が何か困ったこと
にぶつかったときに、大人達に相談する、そうい
う術がなかなか見つからない。これは児童相談所
やそういったところも含めての話だろうと思いま
す。ということで、1つ議論を今しているのは、
誰もが安心して暮らせるまちづくりに生活困窮者
支援は含まれていなかったんじゃないかというよ
うな議論をしています。高齢者支援、障害者支援、
子育て支援ということは入っているんだけれども、
こういった困窮者までは含まれてなかったかもし
れない。すると、自立支援計画も含めて住民の理
解というのをしっかり高めていくのが、包括的な
福祉教育っていうことが大事だろうということ。
それから、個別支援ということが当然大事でしょ
うし、この間、モデル事業を進めてきた中で、「対
個人」はもちろんなんですけれども、地域づくり
というところの支援をしっかりやっていかないと、
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孤立は相変わらず続いてしまうだろうということ
です。それから、社会福祉法人A会とかの事例で
すとか、いくつか書いてありましたけれども、そ
ういった障害者の就労支援、そういった実績を生
かしながら、いろんなプログラムが考えられるん
じゃないかと。独自産業化、そういったことが今
取り組まれているかと思います。ぜひ、地域福祉
の視点で、この孤立の問題にしっかりアプローチ
してほしいということ、それを計画的・継続的な
支援が求められるんじゃないかということでござ
います。総合相談の必要性、あらゆる課題に取り
組むという姿勢が必要で、行政についても、まだ
温度差が残念ながらあります。様子見をしている
自治体もたくさんあるんですけれども、法案が通
れば27年4月から全ての自治体、福祉事務所があ
るところでは取り組むわけですから、そういった
支援で何とかできないだろうかと今いろんなとこ
ろで話をさせていただいているというところです。
コミュニティソーシャルワーカーの必要性や、家
族単位の支援の必要性ですとか、権利擁護の必要
性、拠点づくりによる地域福祉の可視化、こういっ
たことも大事なテーマかなと思っているところで
す。私は地域福祉が専門ですので、こんな書き方
になっていますけれども、ますます支援対象の拡
大傾向は続いていくのかなと思って説明をさせて
いただいたところでございます。時間が少しオー
バーしまいまして申し訳ありませんでした。これ
で終わりにしたいと思います。どうもありがとう
ございました。
司会：中島先生、大変お忙しいところ、ありがと
うございました。今回、基調講演でお願いした範
囲は、「社会的弱者と自立支援をめく、って』という
ことで非常に広い範囲でしたので、資料も非常に
貴重な資料を用意していただきまして、幅広くお
話しいただいたということになります。このあと、
休憩を10分はさみましてシンポジウムを開催させ
ていただきますけれども、中島先生にはシンポジ
ウムのコメンテーターとしてご出席いただけるこ
とになっております。もし対象別の質問等がござ
いましたら、そのときに、また質問していただけ
ればいいかなと思います。（終了）
